
第4回サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ（以下「WG」という）では、第3回WGの議論を

踏まえ、有価証券報告書におけるサステナビリティ開示基準の導入における論点と保証制度の方向性についての議論が行

われました。本稿では第4回WGの議論のうち、今回のWGから本格的に議論が始まった保証制度の方向性について概要を解

説します。有価証券報告書におけるサステナビリティ開示基準の導入における論点については、「第4回サステナビリティ情報の

開示と保証のあり方に関するワーキング・グループの概要（その1 サステナビリティ開示基準の導入における論点）」をご覧くださ

い。

サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性

有価証券報告書におけるSSBJ基準の適用対象と適用時期は、時価総額3兆円以上のプライム市場上場企業（以下「プラ

イム上場企業」という）に2027年3月期より段階的に導入する案が、第3回WGにおいてWG事務局（以下「事務局」とい

う）より「基本線」として示されました。保証についても第3回ＷＧで、開示と保証の一体的な適用よりも早期に開示基準を

導入することを優先すべきであるとして、SSBJ基準適用義務化の翌年に保証制度を導入する事務局案が示されました。

第4回WGでは、サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性として、保証の範囲・水準や、保証業務の担い手などにつ

いて、事務局からは以下のような案が示され議論が行われました。

⚫ サステナビリティ情報の保証の範囲については、保証義務化から一定期間は温室効果ガス排出量のScope１、２のみを

保証対象とし、保証水準も当初は限定的保証とする。

⚫ 保証業務の担い手は、新たな制度の下で登録を受けた監査法人又はその他の保証業務提供者（保証制度導入後

一定期間は仮登録で運用）を想定する。保証業務実施者が必要に応じて外部専門家を活用することも考えられる。

サステナビリティ情報に対する保証制度の方向性（イメージ）

サステナビリティ情報の保証適用義務化について、一定期間はScope1、2のみとする案が事務局より提案されました

第4回サステナビリティ情報の開示と保証のあり方

に関するワーキング・グループの概要（その２ 保証

制度の方向性）

2024年10月10日開催

2024年10月15日

1

※

プ
ラ
イ
ム

時価総額

3兆円以上
（69社・55％）

注

時価総額

1兆円以上
（179社・74％）

時価総額

5,000億円
以上

（294社・82％）

プライム

全企業

2026年3月期 2027年3月期2025年 2028年3月期 2029年3月期 2030年3月期

SSBJ基準最終化
予定

保証制度導入

203X年3月期
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◼保証業務実施者は、新たな制度の下で登録を受けた監査法人又はその他の保証業務提供者（保証制度導入後一定期間は仮登録で運用）を想定。また、保

証業務実施者が必要に応じて、外部専門家を活用することも考えられる

◼保証水準は限定的保証とし、今後、実務の状況や海外の動向等を踏まえ、合理的保証への移行の可否について検討

※Scope1、2に限定されない任意の保証に係る制度上の位置付けについては、国際動向等を踏まえて検討

スタンダード・グロース市場上場企業、非上場有価証券報告書提出会社については、任意適用の促進により、開示を底上げ
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出所：金融庁ウェブサイト 第４回WG 事務局説明資料（01.pdf (fsa.go.jp)）P.32を参考にトーマツ作成
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保証制度の導入における主要な論点

保証制度の導入における主要な論点として、以下の5つの論点が第3回WGで事務局から示されました。

第4回WGでは、論点１の保証の範囲・水準等、論点２の保証の担い手を中心に検討が行われました。保証制度の導入に

ついては、委員からさまざまな意見が示されており、引き続き検討されるものと思われます。
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出所：金融庁ウェブサイト 第４回WG 事務局説明資料（01.pdf (fsa.go.jp)）P.24を参考にトーマツ作成

◼第三者保証の対象範囲は、公正妥当なサステナビリティ情報の開示の基準により作成された情報の全てか又はその一部にするか

◼保証水準は、限定的保証か合理的保証のどちらか、開示項目によって水準を分けるか、一定期間後に保証水準を変更するか

サステナビリティ保証の範囲・水準等
論点

１

◼保証業務実施者については、公認会計士以外も含む制度（profession-agnostic）にするか

◼金融商品取引法において、サステナビリティ保証業務を行う者を規制する枠組みをどのように規定すべきか（参入規制、義務、責
任、業務制限等）

◼サステナビリティ保証業務実施者の資質及びその確認のあり方、サステナビリティ保証人材の育成（財務諸表監査に支障を生じさ
せないためのリソース確保を含む）

サステナビリティ保証業務の担い手
論点

2

◼財務諸表監査における監査基準や倫理規則に相当するルールの体系や設定主体をどのようにするか、国際的なサステナビリティ保
証業務に関する保証基準や倫理・独立性基準との整合性をどのように確保すべきか

サステナビリティ保証業務に関する保証基準及び倫理・独立性基準
論点

3

◼金融庁や公認会計士・監査審査会の役割や権限の見直しも含めて、検査・監督のあり方はどうあるべきか

サステナビリティ保証業務実施者への検査・監督のあり方
論点

4

◼自主規制機関の運営主体はどうあるべきか、どういった役割を果たすべきであるか

自主規制機関の役割
論点

5

参考：金融庁委託調査「主要国のサステナビリティ情報等の開示・保証の動向に関する調査」報告書の公表

https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20240417/20240417.html

◼ 論点１ 保証の範囲・水準等

前述の通り保証の範囲については、保証義務化から一定期間は温室効果ガス排出量のScope１、２のみを対象とし、保
証水準も当初は限定的保証とする案が事務局から示されました。

保証対象をScope１、２に限定することについては、諸外国では基準上開示が求められる全ての情報を保証しているケース
があるため、国際的な比較可能性や情報の信頼性確保の観点から、より幅広い開示情報に対して保証を義務付けるべき、

という意見が複数の委員から示されました。一方で、有価証券報告書の作成者側の委員を中心に、保証範囲を限定する

ことに賛成する意見も複数示されました。

また、保証水準については、まずは限定的保証から開始して、今後、実務の状況や海外の動向等を踏まえ、合理的保証

への移行を検討する事務局案に賛成する意見が複数示されました。

さらに、保証範囲の将来の拡大を見据えた企業の体制整備のため、時間軸を持ったロードマップの公表を望む意見も多く

示されました。

◼ 論点２ サステナビリティ保証業務の担い手

保証業務の実施者を公認会計士以外も含む制度（Profession-agnostic）にするか否かについては、第4回WGにおいて
委員の意見が分かれました。

保証の品質や独立性確保の観点、ISSB基準で重視されている財務情報とのコネクティビティを見る能力などの観点から、
保証の担い手の範囲が狭くなっても公認会計士・監査法人とすることが望ましい、とする意見と、現状の任意での保証業

務が非監査法人系の組織によっても実施されていることを踏まえ、保証の担い手への独立性や資質を担保するための教育

を行った上で、公認会計士・監査法人以外も含む制度とすることが望ましい、とする意見など、委員の意見が分かれたため、

保証の担い手については引き続き検討されるものと思われます。

さらに、第4回WGでは事務局から、保証業務実施者は、新たな制度の下で登録を受けた監査法人又はその他の保証業
務提供者（保証制度導入後一定期間は仮登録で運用）を想定する、という案や、保証業務実施者が必要に応じて、

外部専門家を活用することも考えられるとの案が示されました。

仮登録については、仮登録により保証業務の担い手の間口を広げるより、情報の信頼性を確保するため、しっかり審査した

うえで登録していくことが必要であり、仮登録には反対という意見や、どのような制度設計になるのか明確にした上で議論す

べき、という意見、実績や経験に応じて公平に登録される仕組み作りが必要という意見がありました。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20241010/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/common/about/research/20240417/20240417.html


◼ 論点３ サステナビリティ保証業務に関する保証基準及び倫理・独立性基準

第4回WGでは、財務諸表監査における監査基準や倫理規則に相当するルールの体系や設定主体をどのようにするか、国際

的なサステナビリティ保証業務に関する保証基準や倫理・独立性基準との整合性をどのように確保すべきか、についても検討

されました。

委員からは、市場関係者が保証に何を期待するかが重要であり、国際的に見て遜色のない保証を求めるということであれば、

適切な保証基準に従って業務を実施する必要があり、教育、独立性、検査・監督を担保することが必要。これらを実現する

法的枠組みが全ての保証業務実施者に均一な形で担保されるということが不可欠である、という意見や、公認会計士か否

かにかかわらず、独立性や倫理・保証水準に差が生じないように、保証実施者は、国際的な保証基準や倫理・独立性基準

を共通ルールとして保証業務を行う必要があり、品質確保のための枠組みの検討が早急に必要との意見が複数示されました。

◼ 論点４ サステナビリティ保証業務実施者への検査・監督のあり方

第4回WGでは、金融庁や公認会計士・監査審査会の役割や権限の見直しも含めて、検査・監督のあり方はどうあるべきか、

についても検討されました。

委員からは、財務諸表監査の監督制度を生かすようにする、という意見や、仮に金融商品取引法に組み込まれた制度の運

用とすれば、保証の責任、登録制度、検査・監督を考慮すると職業会計士を軸に検討することで、混乱なくうまく着地できる

のでは、という意見、すでに任意開示において非監査法人系を含むさまざまな保証機関による保証が行われていることを考え

ると、もっと広い視点から保証の仕組み、検査監督の制度作りを社会的に整えていくことが社会全体としてサステナビリティ保

証の品質の向上につながる、といった意見がありました。

◼ 論点５ 自主規制機関の役割

第4回WGでは、自主規制機関の運営主体はどうあるべきか、どういった役割を果たすべきであるか、についても検討されました。

委員からは、財務諸表監査と同じように、一定の部分は自主規制機関にエンフォースメント（倫理・独立性）をゆだねるのが

ふさわしい、という意見や、財務諸表監査では日本公認会計士協会が公認会計士法に基づき、相当程度のコストと時間を

かけて自主規制機関としての体制整備や活動を行っているが、サステナビリティ保証業務の自主規制機関の場合、誰がそれ

を負担するのか現時点では明確になっていない、といった意見が示されました。また、自主規制機関を既存の団体の下部組

織とすると、多重構造で利益相反が見えにくくなるため、独立した唯一のサステナビリティ保証の自主規制機関として、ガバナ

ンスの仕組みを確保することが必要である、という意見も示されました。

さらに、自主規制機関については、公認会計士・監査法人以外も保証の担い手に含めるのであれば、公認会計士・監査法

人に求められるような独立性や倫理、保証水準を確保するための制度を法改正も含めて対応する必要があるが、それには時

間がかかるので、やるなら今すぐとりかかる必要あり、制度設計に時間がかかることを理由に開示や保証の開始時期が遅れる

ことはあってはならない、という意見や、その観点からは公認会計士を前提とした制度設計がよいのでは、という意見が示され

ました。

参考：金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」（第４回）議事次第：金融庁 (fsa.go.jp)
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サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最新動向を取りまとめて

います。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/sustainability_disclose_wg/shiryou/20241010.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/audit/articles/crd/newsletter.html
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メンバーファームおよびそれらの関係法人が本資料をもって専門的な助言やサービスを提供するものではありません。皆様の財務または事業に影響を与えるような意

思決定または行動をされる前に、適切な専門家にご相談ください。本資料における情報の正確性や完全性に関して、いかなる表明、保証または確約（明示・黙

示を問いません）をするものではありません。またDTTL、そのメンバーファーム、関係法人、社員・職員または代理人のいずれも、本資料に依拠した人に関係して直接

または間接に発生したいかなる損失および損害に対して責任を負いません。DTTLならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織

体です。
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